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1. 福井県の概要
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福井県のすがた 人口と経済規模

人口 806,314人 全国43位 （平成22年） 平成22年国勢調査

福井県のすがた 人口と経済規模

面積 4190.43k㎡ 全国34位 （平成26年度） 全国都道府県市区町村別面積調

県内総生産 3兆898億円 全国42位 （平成24年度） 県民経済計算年報

春の丸岡城
冬の一乗谷朝倉氏遺跡

福井県立恐竜博物館夏の水島



福井県のすがた 「幸福度 日本 」福井県のすがた 「幸福度 日本一」

ふくいでの生活は魅力たっぷり

ふくいの立地環境

 福井県は別名「越山若水」。豊かな緑や

水に恵まれています。

 関西・中京圏から福井県までは 電車や

ふくいのライフスタイル

世代間の支え合いや地域での助け合いなど

「つながり」や「絆」を大切にする風土。

共働き率が高い（36 4％ 全国１位）

福井県で誕生した「コシヒカリ」は、美味しい

お米の代表格。また、地下水をたっぷり含む

「福井のおいしい水」は ミネラル分が豊富

ふくいの食事

 関西・中京圏から福井県までは、電車や

車で約2～3時間。新快速電車が関西から

敦賀まで運行。

・共働き率が高い（36.4％ 全国１位）

・三世代同居率の高さ（17.6％ 全国２位）

「福井のおいしい水」は、ミネラル分が豊富。

2つが揃う福井県では、おいしさ満点のご飯

が食べられます。

名水百選：瓜割の滝（うりわりのたき：若狭町） コシヒカリ高水準の三世代同居率

「日本一幸せな県」の評価（「47都道府県幸福度ランキング」総合1位）

幸福度の指標

生活分野
（持ち家比率、待機児童率など）

仕事分野
（若者失業率、

正規雇用者比率など）

教育分野
（学力、社会教育費、

教員１人あたりの生徒数など）

女性の労働力人口比率

3位 1位 1位 1位

4

3位 1位 1位 1位

出典：2014年版全47都道府県幸福度ランキング（日本総合研究所）
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2. 福井県の県政ビジョン



マニフェスト「福井ふるさと元気宣言」

「福井ふるさと元気宣言 住むひと・来るひとの人生を楽しく豊かに」
（平成27年4月）

マニフェスト「福井ふるさと元気宣言」

ローカル・マニフェストローカル・マニフェスト
（平成27年4月）

ふるさと福井の良さと県民の総力を結集して人口減少問題に取り組
み、課題解決に挑戦する「先進モデル県」にします。

平
成
15

ローカル・マニフェスト運動スタート
「福井元気宣言」により、マニフェス
トの先駆けとして県民に政策を訴え

11

世界に誇る優れた技術と恵まれた自然の豊かさを生かし 人材を育て

平
成

「福井元気宣言」の全国に誇る成
果を確かなものにし、さらに県民の

15
年

トの先駆けとして県民に政策を訴え
かけ

22

33

世界に誇る優れた技術と恵まれた自然の豊かさを生かし、人材を育て
て、福井の工業と農林漁業をさらに活力ある産業に発展させます。

整備が大きく進んだ高速交通網は福井の「未来資本」、残る区間の早
い完成をめざします。

スポーツ・文化の力は 「元気な県政」の象徴であり 老若男女だれで

「福井ふるさと元気宣言」の4つの「元気」と12の政策

Ⅰ 元気な社会

19
年

暮らしの質を高めるため「福井新元
気宣言」を掲げる

8 高速交通時代にブランド・観光

44
スポ ツ 文化の力は、「元気な県政」の象徴であり、老若男女だれで
もいつでも、身近に楽しむことができる環境を充実させます。

平
成

「福井新々元気宣言」を掲げ、高速
交通網の整備や「幸福度日本

Ⅰ 元気な社会
1 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

2 福井から人材育成

3 先進的な医療と福祉、健康長寿の

ふるさと貢献

4 日本一の安全・安心（治安充実から

8 高速交通時代にブランド 観光

オンリーワン戦略

Ⅲ 元気な県土
9 美しい県土、楽しく便利なまちの形成

10 原子力・エネルギーの確かな将来

展望と地域振興

成
23
年

交通網の整備や「幸福度日本一」
の評価を獲得し、県民が夢と希望
を持てるふるさとづくりに全力

治安万全へ）

5 豊かな環境、すぐれた風景を次の

世代に

Ⅱ 元気な産業
6 革新と創造で伸びゆく福井の企業

「福井ふるさと元気宣言」を掲
げ、未来への確かな道筋を示

平
成
27

展望と地域振興

Ⅳ 元気な県政
11 国体の成功と「スポーツ福井」の実

現、文化・芸術を身近に

12 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと
政策」

6

7 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの

総合産業へ
し、「元気あふれる日本一のふ
るさと」をめざす

27
年

政策」

行財政構造改革
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（1） 元気な社会 日本のモデル「福井の教育」（1） 元気な社会 日本のモデル「福井の教育」

福井県は文武両道の教育環境 学力・体力トップクラス！

 平成27年度全国学力・学習状況調査における各教科別正答率

小学6年生 中学3年生

100 100 0

73.8 72.1 
79.2

50.0 
66.8

70
65.4

75.2

45.0 
60.8

50

75

100
福井県 全国 79.5 

69.8 71.1

47.7
61.3

75.8 
65.8 64.4

41.6

53.0 
50.0

75.0

100.0
福井県 全国

0

25

国語(知識) 国語(活用) 算数(知識) 算数(活用) 理科
0.0

25.0

国語(知識) 国語(活用) 数学(知識) 数学(活用) 理科

 平成26年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査における体力合計点

小学5年生 中学2年生

80
福井県 全国

80
福井県 全国

57.87 59.44
53.91 53.91 

20

40

60
45.83

53.14
41.74

48.66

20

40

60

福井県 国

0
男子 女子

0
男子 女子



（1） 元気な社会 すぐれた医療と支えあいの福祉（1） 元気な社会 すぐれた医療と支えあいの福祉

健康長寿の福井県

平均寿命
男性 全国3位
女性 全国7位

全国上位の
長寿県

合計特殊出生率
全国上位レベル！

子どもを産み
育てやすい県

1 7090

女性 全国7位

平均寿命と全国順位の推移

（歳）

合計特殊出生率と全国順位の推移

（人）

1.60
1.57

1.60

1.52 1.51
1.47

1.45
1.50 1.50

1.521.54
1.55

1.61
1.561.60 1.60 

1.55

1 39 1 391.41
1.43 1.42

1.50

1.60

1.7086.94
86.25

85.39
83.63

82.36
81.01

79.18

76.81
75.04

80.47
79.47

78.55
77.5176.84

75.64
74 24

80

90
福井県：女性 全国：女性

福井県：男性 全国：男性

福井県

1.38
1.34

1.37
1.33

1.32
1.29 1.29

1.27
1.321.34

1.37 1.37
1.39 1.391.41

1.20

1.30

1.4072.87
74.24

72.21
70.18

67.96

3位2位2位2位位

70

全国

8位
6位

8位 9位 8位 9位

11位

2位

6位 6位 6位 5位
8位 9位 8位 8位

14位

0 90

1.00

1.10

3位4位2位2位2位3位
6位8位

12位14位 7位
11位

2位

12位12位12位
16位

22位23位24位50

60

全国順位：男性 全国順位：女性

全国順位

0.90
10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

8

50

昭和40 45 50 55 60 平成2 7 12 17 22年

人口動態統計
都道府県別生命表

平成
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（1） 元気な社会 若者のチャレンジと女性の活躍を応援（1） 元気な社会 若者のチャレンジと女性の活躍を応援

ゆとりと生きがいある福井県

労働力人口比率 全国3位
（女性の比率は全国1位）

共働き世帯割合 全国1位
貯蓄現在高 全国5位

よく働きしっかり蓄える
県民性

59 5

共働き世帯割合 全国1位 県民性

労働力人口比率（女）と共働き世帯割合

（％）

貯蓄現在高［勤労者世帯］（1世帯当たり）

（％）

52.2

59.5
57.6 56.3 56.1

54.0 53.1

47.0
47.0 47.8 48.4 49.1 48.2 47.860

70

80

50

60
順位 都道府県

貯蓄現在高
（千円）

1位 香 川 県 15,794

54.9
52.1

50.1
46.7

42.6
 39.6

36.4
30

40

50

30

40 2位 岐 阜 県 15,620

3位 奈 良 県 14,930

4位 滋 賀 県 14,756

33.2 33.6 32.8 30.7 28.1 26.6 24.5

0

10

20

0

10

20
位 滋 賀 県 ,

5位 福 井 県 14,610

― 全 国 11,779

0

昭和55 60 平成2 7 12 17 22年

0
平成21年全国消費実態調査

共働き世帯割合（福井） （全国）労働力人口比率（福井県）[女]右目盛 全国[女］右目盛



（2） 元気な産業 技術と戦略で勝ち抜く福井の産業（2） 元気な産業 技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

有効求人倍率 全国上位 完全失業率 全国平均より低水準

1.65

1 60

福井

5.0

福井

全国

（平成27年第1四半期）（平成27年7月）

1 21

1.60
全国

3.4

4.0

全国

1.21

1.00

3.0

2.1 

2.0

0.40
4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6

平成24年 平成25年 平成26年 27年

1.0
1～3 4～6 7～9 10～

12
1～3 4～6 7～9 10～

12
1～3 4～6（月） （月）

平成24年 平成25年 平成26年 27年
平成25年 平成26年 平成27年

10

労働力調査労働市場月報
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（2） 元気な産業 優れたものづくり技術を有する福井（2） 元気な産業 優れたものづくり技術を有する福井

社長輩出数33年連続日本一!! 福井の起業精神

全国シェア1位となる製品製造品出荷額等の構成比

電子・デバイス
15.7％

窯業・土石
2.9％

その他
14.1%

眼鏡枠・
レンズ

化学
15.3％

金属
4.1％

食料品
3.2％

製造品出荷額等
カーシート

生地

積層
セラミック
コンデンサ

繊維
12 8％

電気機械
7 4％

輸送用機械
4.8％

生産用機械
4.6％

18,070億円

コンデンサ

12.8％

プラスチック
7.6％

非鉄金属
7.5％

7.4％
漆器製
食器

手すき
和紙

(平成22年、4人以上の事業所） など



（3） 元気な県土 県土に活気の高速交通時代 ①

北陸新幹線 ３月１４日に開業

（3） 元気な県土 県土に活気の高速交通時代 ①

 経済波及効果

敦賀開業による経済波及効果

経済波及効果

北陸全体 約８００億円/年（うち福井県分 約２１０億円/年）

 雇用創出効果

北陸全体 約７,２００人分/年（うち福井県分 約１,９００人分/年）

【本県への延伸について】
①敦賀駅までの開業を３年早め、平成３４年度末とすることが決定
②金沢駅－福井駅間については、更なる早期開業を検討 12
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（3） 元気な県土 県土に活気の高速交通時代 ②（3） 元気な県土 県土に活気の高速交通時代 ②

中部縦貫自動車道

福井港丸岡インター

連絡道路（20ｋｍ）
北陸新幹線 福

井
北

松
岡

永
平
寺
参
道

永
平
寺

IC
ICIC

JCT
･IC

福井北JCT･IC～松岡IC L=2.2km
【平成２７年３月１日開通】 福井→岐阜・高山→長野・松本に至る

全長約160km

 東海北陸、北陸、名神自動車道と一体となった
環状ネットワークを形成

Ⅰ期区間

（3.6ｋｍ）

大野IC～大野東IC L=5.5km
平成２７年度 新規事業化決定

環状ネットワ クを形成

舞鶴若狭自動車道
（通称：若狭さとうみハイウェイ）

大野東IC～
和泉IC

岐阜県
永平寺IC～上志比IC

（５.３ｋｍ）
【平成２８年度開通予定】 白鳥ＩＣ

油坂出入口(仮称）

和泉IC～
油坂出入口

 福井県の西の玄関口

 人流・物流の新しい大動脈に

 26年７月に開通

（通称 若狭さとうみ イウ イ）

和泉IC
14.0km

大野油坂道路

Ｌ＝35.0㎞

用地買収

・工事中
用地測量中

永平寺大野道路

Ｌ＝26.4㎞

油坂峠道路

Ｌ＝11.3㎞

油坂出入口
15.5km

滋賀県
京都府

若狭美浜ＩＣ

若狭三方ＩＣ

若狭上中ＩＣ

舞鶴西ＩＣ

L＝11.3km

小浜IC～敦賀JCT
【平成２６年７月２０日開通】

L＝10.7km
スマー ト ＩＣ整備中

若狭さとうみハイウェイ（県境～敦賀JCT間：約71km）

L=39.0km



（3） 元気な県土 原子力（3） 元気な県土 原子力

原子力発電関係

原発の位置付け11

 国は、26年４月に閣議決定した新しいエネルギー基本計画の中で、原子力発電は、低炭素の純国産

エネルギー源であり、優れた安定供給性と効率性を有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、運

転時には温室効果ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に、エネルギー需給構造の安

定性 寄 す 重 な ド 位定性に寄与する重要なベースロード電源と位置付けている。

 また、原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた場合には、

原子力発電所の再稼働を進めることとしている。

 原子力関連の歳入は、核燃料税は出力割による税収が年60億円、また安全対策などに必要に応じて

交付される電源三法交付金がある 本県は国に対し 立地地域の経済・雇用対策の充実に対する支

原発停止による財政への影響22

交付される電源三法交付金がある。本県は国に対し、立地地域の経済・雇用対策の充実に対する支

援を要請していたところであり、国は来年度の概算要求で新たに廃炉等による影響緩和・新産業創出

を目的とした交付金やエネルギー構造転換に向けた補助金を創設する予定であり、直ちに財政運営

に影響を及ぼすような減収はない。

14
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（3） 元気な県土 原子力①（3） 元気な県土 原子力①

現状の原発関連収入

福井県の原発関連税収額 電源立地地域対策交付金の交付額

（億円） （億円）

192200

250

1,194
1,139

1,200

1,400

40%

50%

税収総額 原発関連 原発関連税収割合

143 137
126 130 127 130

150
150

970 970
1,041

928 907
858

927 918
950

800

1,000

30%

105 109 108
118

127

100

14.5%13.8%13.2% 11.8% 12.1% 13.1% 13.0%
11.9% 11.4%400

600
20%

50

140 134 137 117 134 112 118
63

120 108 107

9.8%
7.4%

200

0%

10%

0
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

-

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

0%



（3） 元気な県土 原子力 ②（3） 元気な県土 原子力 ②

核燃料税の見直し（平成23年11月10日施行）

17％相当11
発電用原子炉に挿入された

核燃料の価額の12％
税率税率

約600億円

核燃料の価額の12％

22
約267億円

（18年11月～23年10月）
税収見込額税収見込額

（（55年間）年間） 約600億円（18年11月～23年10月）

原子炉の熱出力に応じて
課税する方式（出力割）を追加

（（55年間）年間）

挿入される核燃料の

33
価額割

8.5％ 1/2

課税する方式（出力割）を追加

価額割
課税方式課税方式

価額に課税（価額割）

出力割

8.5％相当 1/2

価額割

12％

16
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3. 福井県の財政運営



（1） ①福井県普通会計歳入決算の推移

核燃料税の見直しや企業立地の促進を図り、

（1） ①福井県普通会計歳入決算の推移

6,000 50%

県税等一般財源による安定的な歳入確保の努力を継続

（億円）

5,060 4,924
4,768

5,062 5,043 4,901
4,546 4,697

4,537
5,000

40%

45%

4,643 4,643

20 3% 20 8%
22.8%

26.5% 25.5%

21.5% 20 7%
22.5%3,000

4,000

25%

30%

35%

20.3% 20.8%
19.4% 19.0% 18.6%

20.7%

16.5% 16.0% 15.5% 16.5% 16.4%
17.9% 17.7% 17.3%

15.4%
13 9%

2,000
15%

20%

13.9%
12.6%

0

1,000

0%

5%

10%

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

18
一般財源 特定財源 県税構成比（右軸） 地方債構成比（右軸）
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（1） ②福井県普通会計歳出決算の推移（1） ②福井県普通会計歳出決算の推移

投資的経費は10年前より大幅に減少。引き続き歳出抑制への努力を継続

6,000 60%

投資的経費は 年前より大幅 減少。引き続き歳出抑制 努力を継続

（億円）

4,961 4,849 4,693 4,568 4,578
4,978 4,956 4,827

4,479 4,616
4,444

4 000

5,000

40%

50%

31.4% 32.0% 30.9%
27.5%

24.7% 23.1% 21 5%
24.3%

22 0%

3,000

4,000

30%

40%

% 21.5%
19.7% 19.9%

22.0%

1 000

2,000

10%

20%

0

1,000

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

0%

10%

1,560 1,081

投資的経費 義務的経費 投資的経費構成比（右軸）その他行政経費



（2） 財政健全化法における財政指標（2） 財政健全化法における財政指標

各種指数は、引き続き健全性を維持！

早期健全化基準 財政再生基準福井県数値
早期健全化段階
自主的な改善努

再生段階
等 与あ

26－（黒字）

25－（黒字）
赤字 3.75％ 赤字 5％実質赤字比率

自主的な改善努力 国等の関与あり

26－（黒字）

25－（黒字）
赤字 8.75％ 赤字 15％連結実質赤字比率

26：15.3％

25：16.7％【39】
25％ 35％実質公債費比率

26：171.1％

25：182.7％【16】
400％将来負担比率

20

25：平成25年度決算 26：平成26年度決算 【 】内は全国順位
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（3） 地方債残高の状況（3） 地方債残高の状況

県債残高については、２４年度に初めて減少債
今後、中長期に予定している新幹線建設に備えるため、引き続き人件費の抑制や公共事業の
重点化等により、通常債を発行抑制し、引き続き県債残高の減少に努める

（億円）

7 635 7,808 7,988 8,217
8,542

8,801 8,844 8,799 8,673 8,527 8,356

8 000

9,000

10,000

通常債 臨時財政対策債

（億円）

98 301 702 985 1,193 1,363 1,502 1,664 2,036 2,467 2,728 2,939 3,127 3,253 3,304
6,607 6,769 6,985

7,255 7,444 7,635

6,000

7,000

8,000

6,607 6,671 6,684 6,553 6,459 6,442 6,445 6,486 6,553 6,506 6,334 6,116 5,860 5,546 5,274 5 052
3,000

4,000

5,000

5,274 5,052

0

1,000

2,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
(見込)

※ 臨時財政対策債 地方全体の財源不足を補うために発行される起債。後年度、償還金相当額の全額について交付税措置。

※満期一括償還地方債の減債基金積立額は地方債残高より控除している。



（4） 地方債残高に対する実質的な負担割合（4） 地方債残高に対する実質的な負担割合

地方債残高のうち、6割以上は国からの交付税により措置

9,000 8,673 8,527

将来への実質的な負担割合は4割弱となっており、安定的な償還が見込まれる

起債残高（億円）

7,000

8,000

5,000

6,000
措置率
63.8％

措置率
66.2％

3,000

4,000

1,000

2,000
臨時財政対策債

通常債

0
25年度 26年度 22
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（5） 財政調整基金等の残高（5） 財政調整基金等の残高

「財政調整3基金」の残高は、計画より大幅に増加

395
400

450

プラン目標値

実績

（億円）

335 336

303
300

350

実績

266

193

232
237 245

224
203 205

182200

250

143

108
130

110
130

182

100

150

0

50

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27(見込)
※ 「財政調整3基金」とは、財政調整基金、県債管理基金、地域振興基金をいい、いずれも年度間の財源調整が可能な基金。

※ プラン目標値について、H20～H22は新行財政改革実行プラン、H23～H27は第3次行財政改革実行プランの目標値を示す。

※ 県債管理基金について、満期一括償還債の積立額は除く。



（6） 企業会計等の財政状況（6） 企業会計等の財政状況

企業会計等において資金不足は生じていない

収益的収支
平成25年度 平成26年度

収 支出 差 資金剰余額 収 支出 差 資金剰余額

（百万円）

収入 支出 差引 資金剰余額 収入 支出 差引 資金剰余額

病院 19,522 20,374 △852 9,818 22,790 23,570 △780 9,931

工業用地等造成 343 316 27 2,882 249 392 △143 3,236

工業用水道 681 573 108 1,850 758 562 196 2,051

水道用水 2,928 2,260 668 8,839 3,497 2,815 682 9,432

臨海下水道 686 627 59 2,031 910 728 182 2,367

港湾事業 449 443 6 39 418 404 14 39

下水道事業 977 862 115 1,209 960 892 68 1,207

24

※ 病院事業会計の単年度赤字は、新病棟建設の減価償却によるもの。
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（7） 出資団体の改革状況（7） 出資団体の改革状況

ふくい農林水産支援センター（林業部門） ２５年度末県営化

（百万円）

ふくい農林水産支援センタ （林業部門） ５年度末県営化
土地開発公社、住宅供給公社 ２２年度末に解散

ふくい農林水産支援センター 道路公社 土地開発公社 住宅供給公社

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H22 H22

当期損益 37 △333 △2 △31 △71 △47 △2,232 △454

正味財産 1 335 1 000 1 001 △706 △777 △823 117 15正味財産 1,335 1,000 1,001 △706 △777 △823 117 15

債務保証
損失補償

19,939 5 4 0 0 0 0 0
損失補償

今後の方針
林業部門について

平成25年度末に県営化
解散を検討

22年度末に
解散

22年度末に
解散

今後の方針
平成25年度末に県営化

解散を検討
解散 解散



（8） 平成25年度 普通会計バランスシ ト（8） 平成25年度 普通会計バランスシート

将来の損失拡大リスクを抑制するため農林水産支援センター（林業部門）を
県営化し 貸付金を債権放棄したことから資産が減少県営化し、貸付金を債権放棄したことから資産が減少

（資産の総額 昨年度比 △497億、△1.8％）

(単位：百万円）
２４年度 ２５年度 ２４年度 ２５年度

１　公共資産 2,432,339 2,414,698 １　固定負債 947,914 929,293

有形固定資産 2,430,776 2,412,085 地方債 819,896 796,372

①生活インフラ・国土保全 1 702 855 1 704 001 長期未払金 4 351 17 098

資産の部 2,650,648 負債の部 1,039,6092,700,338 1,039 ,485

①生活インフラ・国土保全 1,702,855 1,704,001 長期未払金 4,351 17,098

②教育 188,960 186,697 退職手当引当金 123,667 115,635

③福祉 20,606 19,102 ２　流動負債 91,570 110,316

④環境衛生 24,716 24,129 翌年度償還予定地方債 74,625 92,284

⑤産業振興 399,470 384,483 未払金 869 1,140

⑥警察 29,269 29,279 翌年度支払予定退職手当 9,900 10,300

⑦総務 64,900 64,394 賞与引当金 6,177 6,592

売却可能資産 1,563 2,612

２　投資等 224,519 195,351

投資および出資金
純資産の部 1,611,0391,660 ,853

投資および出資金 71,684 73,493

貸付金 80,263 43,795 １　公共資産等整備国庫補助金等 803,997 803,624

基金等 62,825 66,857 ２　公共資産等整備一般財源等 1,334,886 1,313,531

その他 9,747 11,206 ３　その他一般財源等 △ 478,236 △ 506,388

３ 流動資産 43 481 40 600 ４ 資産評価差額 207 272

26

３　流動資産 43,481 40,600 ４　資産評価差額 207 272

現金預金 41,094 39,331

未収金 2,387 1,269 負債・純資産合計 2,700,338 2,650 ,648

※端数の関係で、合計が一致しない箇所がある。



（9） 平成27年度福井県9月補正後現計予算（ 般会計）

27

（9） 平成27年度福井県9月補正後現計予算（一般会計）

一般会計予算総額は、4,858億円で対前年度比0.1％減

「福井ふるさと元気宣言」に掲げた政策を中心に、人口減少対策や本県の魅力発信・交流人口の拡大、国体の準備

などの重要な課題に対応するための予算を積極的に予算化した。

歳入

（千円、％） （千円、％）

歳出

自主財源
203,407,699 

（41.9）

依存財源
282,385,691 
（58.1）

予備費
700,000

(0.1)

議会費
1,005,573

(0.2)

県税
103,697,975

（21.3）

地方交付税
133,600,000 
（27.5）

地方消費税
清算金

一般財源
281,017,743
（57.9）

特定財源
204,775,647

（42.1）

公債費
85,396,240

諸支出金
34,554,121

(7.1)

総務費
42,657,493

(8.8)
民生費

41,104,473
(8.5)

衛生費清算金
27,512,883

（5.7）

分担金および
負担金

4,092,765
（0.8） 地方譲与税等

総 額
485,793,390

（100.0）

(17.6) 衛生費
24,124,727

(5.0)

労働費
1,983,122

(0 4)

農林水産費
33,551,742

(6.9)

災害復旧費
4,174,351

(0.9) 総 額
485,793,390

（100.0）

県債
58,844,000

（12.2）

国庫支出金
73 734 806

諸収入
37,697,215

（7.7）

繰入金
21,022,115 

（4.3）

その他
9,384,746

（1.9）

譲 税
16,206,885
（3.4）

(0.4)( )

商工費
36,103,552

(7.4)

土木費警察費

教育費
100,695,313

(20.7)

73,734,806
（15.2）

56,757,606
(11.7)

警察費
22,985,077

(4.7)



4. 行財政改革の実施

28
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（1） 第三次行財政改革実行プランについて（1） 第三次行財政改革実行プランについて

推進期間：平成23年度～27年度第三次行財政改革実行プラン第三次行財政改革実行プラン 推進期間：平成23年度 27年度第三次行財政改革実行プラン第三次行財政改革実行プラン

次の基本理念に基づき、行財政改革を効果的に推進します

 スピーディ行政の実行 県民ニーズにこたえるサービスのスピードアップを図ります。

 「つながり力」を活かした県政の実現 民間や他県、大学など多様な主体とともに政策課題を解決

し、サービスを拡大・向上します。

 「最大活用」によるコンパクト県政の強化 持てる「ヒト・モノ・カネ」を最大活用し、スリムでコンパクトな

行財政体制の中で最大の効果を生み出します。

また これまでの行政コストを縮減する「量的な改革」に加え 行政効率の向上や新たな政策を行うための

 質の行革の推進 県民主体の政策・サービスの推進、多様な主体・手法による県民サービスの

展開、先進的な政策の展開など質の行革を推進します。

また、これまでの行政コストを縮減する「量的な改革」に加え、行政効率の向上や新たな政策を行うための
「質的な改革」を積極的に進めます

 最適な行政運営の推進 職員や施設、予算など限りある行政資源を最大活用し、複雑化・多様化する

行政サービスを効率的に提供できる最適な行政運営を推進します。

 健全財政の堅持 歳入の確保、歳出の合理化を進め、新たな行政需要にも対応できる財政基盤

を確立し、将来に向けて健全な財政運営を堅持します。



（2） 第三次行財政改革実行プランにおける財政指標の目標（2） 第三次行財政改革実行プランにおける財政指標の目標

地方財政健全化法に
基づく健全化基準の維持

 将来負担比率は、現状の210％を超えない。

 実質公債費比率は、自主的な県債発行が可能と基づく健全化基準の維持
なる18％を下回る水準を維持。

 平成23年度から平成27年度までに 臨時財政対
県債残高の削減

 平成23年度から平成27年度までに、臨時財政対

策債を除く県債残高を約1,000億円減少。

財政調整のための
基金残高の確保

 標準財政規模に対し、5％程度にあたる約130億

円を確保。

30
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（3） 財政収支見通し①（3） 財政収支見通し①

○北陸新幹線など大型プロジェクトが本格化する中、長期的な財政収支見通しを作成。

 北陸新幹線建設のため、平成30年代後半に一時的に単年度収支不足が発生するが、財政調整3基金の取崩しで対応。

 通常債償還の減少や新幹線債に対する交付税措置が本格化する平成30年代末には収支不足は縮小。

結果

前提条件

歳入の考え方
県税等

歳出の考え方
人件費県税等

 県内総生産の伸び率を2通り想定し算定（経済成長＝税収の伸びを推定）

県税の伸び率 ① 0.5％の場合 ② 0.0％の場合

 社会保障と税の一体改革による地方消費税増加分を反映

消費税増 26年度 110億円 27年度 150億円 28年度以降 195億円

 核燃料税は出力割60億円のみと試算

地方交付税

人件費
 一般行政 第三次行財政改革実行プラン（23～27年度）の削減数△88人

を反映

 教職員 児童・生徒の減少に伴う自然減を推定

 警察 現状の定数条例で算定

社会保障費

国（総務省）の試算に基づき算定地方交付税
 社会保障と税の一体改革による地方交付税増加分を反映

地方交付税増 26年度 32億円 27年度 42億円 28年度以降 61億円

国庫支出金、県債
 投資的経費の歳出見込みに連動した金額により算定

 電源三法交付金は25年度予算額を基に140億円と試算

 国（総務省）の試算に基づき算定

24～27年度 年4.5％ 28～37年度 年2.8％ 38年度～ 一定

投資的経費
 北陸新幹線建設負担金は、金沢・敦賀間における事業費を標準的な工事

進捗割合により試算（県負担額約1,800億円）

 直轄負担金（中部縦貫自動車道、足羽川ダム等）は、現時点の概算事業費

その他の歳入
 制度融資（450億円）、積立てた各事業基金の繰入金（300億円）など

※歳入・歳出が連動するもので財政中立であるが、財政規模に影響するため計上

を標準工事工程に合わせて算定

 補助公共は360億円（25年度予算額と同額）として算定

 県単公共は75億円（25年度予算額と同額）として算定

公債費
 既発債の償還額に今後の発行見込みを基に算定

その他の歳出その他の歳出
 制度融資（450億円）、税収関連交付金（250億円）、市町への補助金（250

億円）、基金事業、など



（3） 財政収支見通し②（3） 財政収支見通し②

県税伸び率0.0％の場合

長期の財政収支の見通し（平成25年2月試算）

（億円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度～35年度 36年度～40年度

県税等 1,169 1,183 1,290 1,330 1,380 1,380 1,380 6,900 6,900

地方交付税 1,305 1,318 1,350 1,360 1,380 1,380 1,380 6,900 6,900

国庫支出金 598 623 650 680 670 660 660 3,080 3,100

県債 692 640 690 740 700 710 720 4,230 3,500

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度～35年度 36年度～40年度

人件費 1,205 1,173 1,180 1,190 1,170 1,170 1,180 5,850 5,750

その他の歳入 901 879 890 890 880 890 900 4,360 4,340

歳入計 4,665 4,643 4,870 5,000 5,010 5,020 5,040 25,470 24,740

社会保障費 454 459 480 500 520 530 540 2,960 3,280

投資的経費 805 886 930 1,000 980 980 980 5,220 4,370

公債費 888 902 870 880 870 870 840 4,410 4,570

その他歳出 1,417 1,351 1,430 1,410 1,430 1,430 1,470 7,070 6,980

歳出計 4,769 4,771 4,890 4,980 4,970 4,980 5,010 25,510 24,950

歳入歳出差引 △104 △128 △20 20 40 40 30 （△60～50）△40 （△80～0）△210

基金残高 281 155 135 155 195 235 265 225(35年度末) 15(40年度末)

32

県債残高 5,800 5,600 5,400 5,200 5,000 5,000 4,900 5,500(35年度末） 5,500(40年度末)

実質公債費比率 17.1 17.1 16.4 15.8 15.3 15.1 14.8 14.8～17.2 15.8～17.9
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（3） 財政収支見通し③（3） 財政収支見通し③

県税伸び率0.5％の場合

長期の財政収支の見通し（平成25年2月試算）

（億円）

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度～35年度 36年度～40年度

県税等 1,169 1,183 1,300 1,340 1,390 1,400 1,410 7,130 7,320

地方交付税 1,305 1,318 1,350 1,360 1,380 1,380 1,380 6,900 6,900

国庫支出金 598 623 650 680 670 660 660 3,080 3,100

県債 692 640 690 740 700 710 720 4,230 3,500

その他の歳入 901 879 890 890 880 890 910 4,390 4,360

歳入計 4,665 4,643 4,880 5,010 5,020 5,040 5,080 25,730 25,180

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度～35年度 36年度～40年度

人件費 1,205 1,173 1,180 1,190 1,170 1,170 1,180 5,850 5,750

社会保障費 454 459 480 500 520 530 540 2,960 3,280

投資的経費 805 886 930 1,000 980 980 980 5,220 4,370

公債費 888 902 870 880 870 870 840 4,410 4,570

その他歳出 1,417 1,351 1,440 1,410 1,430 1,440 1,490 7,280 7,400

歳出計 4,769 4,771 4,900 4,980 4,970 4,990 5,030 25,720 25,370

歳入歳出差引 △104 △128 △20 30 50 50 50 （△40～60）10 （△80～10）△190

基金残高 281 155 135 165 215 265 315 325(35年度末) 135(40年度末)

県債残高 5,800 5,600 5,400 5,200 5,000 5,000 4,900 5,500(35年度末) 5,500(40年度末)

実質公債費比率 17.1 17.1 16.4 15.8 15.3 15.1 14.8 14.8～17.2 15.8～17.9



5. 福井県債のご紹介
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（1） 市場公募債の発行状況（1） 市場公募債の発行状況

中期債から超長期債までをバランス良く発行
今年度は共同債と個別債合わせて400億円を発行

600

5年債 10年債 20年債 共同債 フレックス枠

（億円）

100 100

400

500

5年債 10年債 20年債 共同債 フレックス枠

50 50

50

100

100

100

300

400

300

300 300 300

200

200

100

100

200

50 50 50 50
100

200

0

100

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

県債総額 906 894 847 699 642 567 559



（2） 平成27年度の市場公募債発行計画（2） 平成27年度の市場公募債発行計画

資金調達の更なる多様化を進めるため、

平成27年度公募債発行計画

共同債、10年債のほかに、フレックス枠を設定

平成27年度債

28年

（億円）

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
28年
1月 2月 3月 4月 5月 未定 計

共同債 50 50 100

個
別

10年債 100 100 200

別
債

フレッ
クス

50
(20年債）

50
（５年債
を予定）

100

36

計 50 100 100 50 100 400
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（3） 市場公募債発行のご紹介（3） 市場公募債発行のご紹介

福井県は、今年度の市場公募債を以下の条件にて発行します。

第３回市場公募債

 発行額 50億円

償還年限 年（満期 括）

第４回市場公募債

 発行額 100億円

償還年限 年（満期 括） 償還年限 5年（満期一括）

 発行予定月 平成27年11月

 償還年限 10年（満期一括）

 発行予定月 平成28年4月
※共同債は11月および3月に各50億円発行

福井県債への投資を検討いただく参考資料として、（株）格付投資情報センター
（R&I）から以下のとおり発行体格付を取得

投資格付 主な評価内容

ＡＡ
（安定的）

 高速ネットワークの整備が進んでおり、交通インフラの充実が企業立
地や観光などの域内経済の活性化・多様化につながると期待できる。

 西川知事の下、一連の行財政改革により財政健全化が進み、北陸新
幹線など今後の投資負担を考慮しても財政悪化は回避可能である。

福井県の財政運営については適切な評価をいただいており、引き続き安定した償還

を実施 ま ます なさま 安心 投資 ただきた と考 お ますを実施してまいります。みなさまには、安心して投資いただきたいと考えております。



福井県債に関するお問い合わせ先福井県債に関するお問い合わせ先

 福井県総務部財務企画課

 住所 〒910-8580 福井県福井市大手3丁目17番1号

 TEL 0776-20-0233

 FAX 0776-20-0629

 E-mail：kisai@pref.fukui.lg.jp

 http://www.pref.fukui.lg.jp/gyosei/gyozaisei/cat4309/index.html
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≪ＰＲ≫ 『食の國 福井館』のご紹介≪ＰＲ≫ 『食の國 福井館』のご紹介

福井県の美味しい“食”の専門店『食の國 福井館』が東京・銀座にオープン

日
本
海
に

育
ま
れ
た

干物・焼魚各種
地元で水揚げされた脂がのったとれたての逸品。

にた
海
の
幸

へしこ各種
福井の伝統保存食。
酒の肴や、お茶漬けに。
小パック、スライスタイプなど多数取り揃え。

豊生
福井のブランド野菜
旬のブランド野菜を期間限定で。
（数量・期間限定での販売になりますのでご了承ください）

福井生まれのこしひかり
安全 安心なこしひかりを福井産の

豊
か
な
自
然
が

生
み
出
し
た
農 安全・安心なこしひかりを福井産の

梅干しとともにどうぞ。

福井のスイーツ
伝統のお菓子から新商品まで

が農
産
物

福
井

ス
イ

所在地 連絡先 HP

〒104-0061
東京都中央区銀座1 3 3 銀座西ビル1F 伝統のお菓子から新商品まで。

女性に嬉しいヘルシーなスイーツも。

いろいろな地酒をお気軽に
米どころは酒どころ。福井の美味しい
地酒を飲みきりサイズで

井
の

イ
ー
ツ
と
地
酒

東京都中央区銀座1-3-3 銀座西ビル1F
TEL：03-5524-0291 http://fukui.291ma.jp/

営業時間 定休日

10:30～20:00（月～土） 10:30～19:00（日・祝）
無休（年末年始を除く）

アクセス

東京メトロ線 銀座駅C8出口 徒歩5分 酒東京メトロ線 銀座駅C8出口 徒歩5分
有楽町線 銀座一丁目駅3番出口 徒歩1分
JR 有楽町駅京橋口 徒歩3分


